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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 12,873 2.6 241 △4.3 241 △9.2 153 5.4
22年3月期第3四半期 12,545 7.4 252 79.7 265 85.0 145 186.6

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 31.53 ―
22年3月期第3四半期 29.70 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 9,398 3,825 40.6 782.77
22年3月期 7,471 3,747 50.1 766.63

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  3,819百万円 22年3月期  3,740百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
23年3月期 ― 0.00 ―
23年3月期 
（予想） 10.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,500 6.2 240 △7.4 240 △13.0 160 △43.4 32.79



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続を実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており 
、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件については、［添付資料］Ｐ.3「連結業績予想に関する定性的
情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  5,257,950株 22年3月期  5,257,950株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  378,346株 22年3月期  378,346株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  4,879,604株 22年3月期3Q  4,912,604株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部企業においては、企業収益は改善してきているものの、先

行きの期待感が弱いことから、雇用情勢は依然として厳しい状況で推移しております。また、海外景気の下振れ懸念

や為替・株価の変動による国内景気の下振れリスク、デフレの影響などにより個人消費市場を取り巻く環境は依然と

して厳しい状況にあります。 

当社の事業領域のうち、映像ソフト市場におきましては、個人消費が改善しないなか、手軽な娯楽として市場全体

として前年並みに推移しております。なお、商品に占めるブルーレイソフトの比率が伸長しており、今後の市場拡大

への貢献が期待されます。また、平成23年７月には、地上デジタル放送への完全移行が予定されていることから、地

デジ対応テレビに加え、地デジ対応録画機器の買い替え需要の伸びもあり、高画質映像が楽しめるブルーレイディス

ク対応の映像ソフトに対するニーズの高まりとともに、同ソフトの発売タイトルも増加することが期待されます。さ

らに、各家電メーカーより３Ｄ対応の薄型テレビも本格的に発売されるようになり、今後、３Ｄ対応の映画が普及し

ていくなか、３Ｄ対応のソフトの発売タイトルも徐々に増加することが期待されます。 

なお、当社は株式会社アイ信（本社：東京都豊島区）との間で、同社の事業の一部を譲り受ける契約を平成22年11

月５日に締結し、同年12月１日付で事業を譲り受けております。株式会社アイ信より譲り受けた事業の内容は、映像

ソフトの卸売事業であり、この事業の譲り受けにより、映像ソフト市場におけるシェアの拡大に加え、当社が行う同

事業とのシナジー効果による利益率の改善と業務効率の向上が見込まれます。 

音楽ソフト市場は、市場をリードするヒット作が少なかったことなどから、音楽ソフトのパッケージ市場は厳しい

状況で推移しました。また、携帯電話向けを中心とした音楽配信市場においても伸びが一段落しておりますが、市場

全体に占める割合は緩やかではあるものの伸長しており、今後もパッケージ市場に影響を与えることが懸念されま

す。 

コンシューマーゲーム市場は、ゲーム機本体においては新製品の発売等もなく各メーカーともに低調に推移しまし

た。ゲームソフトにおいては年末にＰＳＰ対応ソフトの「モンスターハンターポータブル３ｒｄ」が発売され、発売

後１ヶ月あまりで300万本を販売するヒット作になる等、比較的堅調に推移しました。 

このような環境のもと、当社グループは、映像ソフト市場におけるシェアの拡大と、グループ全体の業務効率の向

上による経費の削減に努めてまいりました。 

以上の結果、当社グループの当第３四半期連結会計期間の連結業績は、売上高が前年同期比28.1％増の5,679百万

円となり、営業利益は前年同期比3.27倍の191百万円、経常利益は前年同期比2.87倍の191百万円、四半期純利益は前

年同期比3.70倍の122百万円となりました。 

  

セグメントの業績 

①[卸売事業] 

イ．音楽映像ソフト 

当部門の売上高は、音楽ソフト市場全体として厳しい状況が続いておりますが、株式会社アイ信の映像ソフト

の卸売事業を平成22年12月１日付で譲り受けたことにより、同事業の売上高が加わり、前期比36.6％増の3,653

百万円となりました。 

ロ．コンシューマーゲーム 

当部門の売上高は、ゲーム機本体の売上高は低調に推移したものの、ゲームソフトにおいては、当社の主力商

品であるＰＳＰ対応のゲームソフトにおいて、年末にヒット作が発売される等堅調に推移したことにより、前期

比6.4％増の1,365百万円となりました。 

ハ．関連商品 

当部門の売上高は、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等の記録メディアとＣＤ、ＤＶＤ等の傷を修復するディスク研磨機

のほか、レンタル店における販売用商品の開発に努めましたが、新たな需要の開拓にはいたらず、前期比18.6％

減の123百万円となりました。 

二．その他 

当部門の売上高は、ゲームソフト、音楽映像ソフトメーカーの物流受託業務を行うＴＰＬ事業が堅調に推移し

たこと等により、前期比21.0％増の213百万円となりました。 

以上の結果、卸売事業全体の売上高は前期比25.0％増の5,355百万円となり、営業利益は前期比2.01倍の309百万

円となりました。 

  

②[小売事業] 

当部門の売上高は、当社直営店においてはＣＤの売上等が減少しているものの、平成22年１月５日に株式会社

ムービーチャンネルを子会社化したことに伴い、同社の売上高が加わったことと、平成22年12月1日に株式会社

アイ信の事業の一部を譲り受けた際に、同社の直営店２店舗も譲り受けており、同店舗の売上高も加わったこと

により、前期比2.28倍の323百万円となりました。なお、直営店の利益率の低下やムービーチャンネルの経費が

加わったことにより営業利益は22百万円の損失となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は9,398百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,926百万円の増加となり

ました。また、純資産の残高は3,825百万円となり、77百万円の増加となりました。  

イ．資産 

流動資産においては、前連結会計年度末に比べ1,575百万円増加した5,715百万円となりました。主な要因は、

12月度の売上高が好調であったことと、12月より譲り受けた事業部門の売上高が加わったことによる受取手形及

び売掛金の増加によるものです。 

固定資産においては、前連結会計年度末に比べ351百万円増加した3,682百万円となりました。主な要因は、事

業の譲り受けに伴うのれんと事業用不動産の取得によります。 

ロ．負債 

流動負債においては、前連結会計年度末に比べ1,422百万円増加した3,926百万円となりました。主な要因は、

12月度の仕入高が多かったことと、12月より譲り受けた事業部門の仕入高が加わったことによる支払手形及び買

掛金の増加によるものです。 

固定負債においては、前連結会計年度末に比べ426百万円増加した1,647百万円となりました。主な要因は、事

業の譲り受けの対価を、金融機関からの借入金と私募債の発行により支払ったことによる、長期借入金と社債の

増加によるものです。  

ハ．純資産 

純資産においては、前連結会計年度に比べ77百万円増加した3,825百万円となりました。主な要因は、当期純

利益を計上したことによる、利益剰余金の増加によるものです。 

②キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期

純利益が187百万円となり、売上債権の増加やのれん等の取得に伴う資金の減少があったものの、財務活動におい

て、長期借入金の増加や社債の発行により、前年同四半期連結会計期間末に比べ595百万円増加した1,393百万円と

なりました。 

イ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が187百万円となり、仕入債務の増加によ

る資金の増加があったものの、売上債権の増加や差入保証金の増加による資金の減少により77百万円の支出とな

りましたが、前年同四半期連結会計期間においては売上債権の増加額と法人税等の支払額により368百万円の支

出となっているため、前年同四半期連結会計期間に比べ290百万円の増加となりました。 

ロ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、事業の譲り受けに伴うのれんの取得や、事業の譲り受けに伴う有形固

定資産の取得により、前年同四半期連結会計期間に比べ338百万円減少した356百万円の支出となりました。 

ハ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、事業の譲り受けに伴うのれんや事業用資産の取得に伴う資金調達によ

り、長期借入金の増加、社債の発行による収入があり、前年同四半期連結会計期間に比べ413百万円増加した660

百万円となりました。  

この結果、当第３四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の残高は、前年同四半期連結会計

期間末に比べ資金の増加額は365百万円多くなっており、期首残高が229百万円多かったこともあり、前年同四半期連

結会計期間末に比べ595百万円増加した1,393百万円となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

欧州を中心とした海外景気の下振れ懸念や、円高による輸出産業に対するマイナス影響も依然として続いてお

り、個人消費市場を取り巻く環境は厳しい状況にありますが、平成22年11月５日にお知らせいたしました「事業の

一部譲受に関するお知らせ」に記載のとおり、平成22年12月１日付で株式会社アイ信の事業の一部を譲り受けた結

果、譲り受けた事業部門の売上高が寄与することが見込まれ、平成23年２月７日に「業績予想の修正に関するお知

らせ」において通期の連結業績予想及び通期の個別業績予想を修正いたしました。 

（注）業績予想につきましては、発表日現在入手可能な情報に基づき、当社が判断したものであります。また、実際

の業績は、様々な要因により本業績と異なる結果となり得ることがあります。  

  



  

（１）重要な子会社の異動の概要 

連結の範囲の変更 

当第３四半期連結会計期間において、㈱ジェイメックスは、清算結了したことにより、連結の範囲から除外

しております。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②棚卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算定

しております。  

   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)

を適用しております。これにより、営業利益及び経常利益は、156千円減少し、税金等調整前四半期純利益

は、3,115千円減少しております。 

企業結合に関する会計基準等の適用 

第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等

に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第７号 平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。 

②連結子会社の事業年度に関する事項の変更 

従来、連結子会社のうち決算日が６月15日であった㈱ハブ・ア・グッドについては、12月15日に行った仮

決算に基づく財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

ってまいりましたが、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当第３四半期連結累計期間は平成22

年３月16日から平成22年12月31日までの期間を連結しております。 

③表示方法の変更  

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語 、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の

適用により、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期

純利益」の科目で表示しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。   

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,623,654 971,230 

受取手形及び売掛金 3,188,863 1,794,894 

有価証券 202 50,359 

たな卸資産 721,729 1,071,317 

その他 190,144 260,114 

貸倒引当金 △9,261 △7,594 

流動資産合計 5,715,333 4,140,322 

固定資産   

有形固定資産 665,947 503,546 

無形固定資産   

のれん 219,954 － 

その他 113,633 141,549 

無形固定資産合計 333,587 141,549 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,138,929 1,257,076 

敷金及び保証金 1,024,664 926,094 

その他 523,553 506,821 

貸倒引当金 △3,686 △3,461 

投資その他の資産合計 2,683,461 2,686,530 

固定資産合計 3,682,997 3,331,626 

資産合計 9,398,330 7,471,948 



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,025,891 1,997,419 

短期借入金 200,000 100,000 

未払法人税等 36,754 1,629 

賞与引当金 23,803 50,601 

その他 639,576 354,093 

流動負債合計 3,926,025 2,503,744 

固定負債   

社債 171,200 － 

長期借入金 1,021,538 792,914 

役員退職慰労引当金 269,841 258,116 

その他 184,480 169,749 

固定負債合計 1,647,059 1,220,780 

負債合計 5,573,085 3,724,525 

純資産の部   

株主資本   

資本金 598,510 598,510 

資本剰余金 545,000 545,000 

利益剰余金 2,958,742 2,854,005 

自己株式 △112,553 △112,553 

株主資本合計 3,989,700 3,884,963 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 71,724 97,724 

土地再評価差額金 △241,827 △241,827 

評価・換算差額等合計 △170,102 △144,103 

少数株主持分 5,647 6,564 

純資産合計 3,825,244 3,747,423 

負債純資産合計 9,398,330 7,471,948 



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 12,545,100 12,873,535 

売上原価 11,078,946 11,370,806 

売上総利益 1,466,153 1,502,728 

販売費及び一般管理費 1,213,585 1,261,013 

営業利益 252,567 241,715 

営業外収益   

受取利息 6,691 4,480 

有価証券売却益 － 6,957 

その他 15,436 13,053 

営業外収益合計 22,127 24,491 

営業外費用   

支払利息 7,403 10,137 

為替差損 － 10,124 

その他 1,897 4,839 

営業外費用合計 9,301 25,100 

経常利益 265,393 241,106 

特別利益   

投資有価証券売却益 48,704 － 

保険解約返戻金 － 1,467 

特別利益合計 48,704 1,467 

特別損失   

投資有価証券評価損 27,920 2,999 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,958 

事務所移転費用 － 2,920 

その他 1,473 551 

特別損失合計 29,394 9,431 

税金等調整前四半期純利益 284,703 233,142 

法人税、住民税及び事業税 132,772 81,350 

法人税等調整額 6,051 △1,120 

法人税等合計 138,823 80,230 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 152,912 

少数株主損失（△） － △916 

四半期純利益 145,880 153,829 



（第３四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 4,434,285 5,679,352 

売上原価 3,962,779 5,020,670 

売上総利益 471,505 658,682 

販売費及び一般管理費 412,966 467,170 

営業利益 58,539 191,511 

営業外収益   

有価証券売却益 － 4,663 

債務勘定整理益 4,159 － 

その他 6,944 5,303 

営業外収益合計 11,104 9,967 

営業外費用   

支払利息 2,333 3,336 

為替差損 － 2,146 

社債発行費 － 4,154 

その他 461 260 

営業外費用合計 2,795 9,897 

経常利益 66,848 191,581 

特別利益   

保険解約返戻金 － 1,467 

特別利益合計 － 1,467 

特別損失   

投資有価証券評価損 2,107 2,999 

リース解約損 960 － 

事務所移転費用 － 2,920 

その他 56 － 

特別損失合計 3,123 5,920 

税金等調整前四半期純利益 63,724 187,128 

法人税、住民税及び事業税 16,611 45,397 

法人税等調整額 13,975 19,675 

法人税等合計 30,586 65,072 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 122,056 

少数株主損失（△） － △447 

四半期純利益 33,137 122,503 



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 284,703 233,142 

減価償却費 30,691 32,554 

減損損失 － 209 

のれん償却額 16,616 26,334 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,958 

移転費用 － 2,920 

投資有価証券評価損益（△は益） 27,920 2,999 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,291 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,419 11,725 

賞与引当金の増減額（△は減少） △27,919 △26,798 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,173 1,892 

受取利息及び受取配当金 △9,892 △7,756 

支払利息 7,403 10,137 

為替差損益（△は益） 1,525 3,845 

社債発行費 － 4,154 

投資有価証券売却損益（△は益） △48,704 － 

有価証券売却損益（△は益） △742 △6,957 

固定資産売却損益（△は益） 31 342 

固定資産除却損 481 － 

売上債権の増減額（△は増加） △103,888 △1,393,969 

たな卸資産の増減額（△は増加） 463,106 449,465 

その他の資産の増減額（△は増加） 13,469 7,754 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 2,454 △396 

仕入債務の増減額（△は減少） △528,189 1,028,472 

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,236 21,927 

その他の負債の増減額（△は減少） △17,100 38,590 

預り保証金の増減額（△は減少） △19,391 △6,953 

差入保証金の増減額（△は増加） △17,389 △41,734 

小計 79,378 394,862 

利息及び配当金の受取額 9,967 8,531 

利息の支払額 △7,039 △10,185 

法人税等の支払額 △161,166 △51,360 

法人税等の還付額 － 86,530 

営業活動によるキャッシュ・フロー △78,859 428,378 



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △11,703 △38,715 

定期預金の払戻による収入 75,800 3,000 

有形固定資産の取得による支出 △14,033 △194,289 

有形固定資産の売却による収入 1 － 

長期前払費用の取得による支出 △113 △113 

無形固定資産の取得による支出 △31,047 △24,384 

事業譲受による支出 － △225,000 

投資有価証券の取得による支出 △105,054 △86,127 

投資有価証券の売却による収入 35,680 167,829 

貸付けによる支出 △140 △270 

貸付金の回収による収入 730 30,930 

敷金の回収による収入 5,497 169 

敷金の差入による支出 △75 △627 

保険積立金の解約による収入 － 5,183 

投資その他の資産の増減額（△は増加） △18,370 △18,380 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△233,455 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △296,284 △380,795 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 100,000 

長期借入れによる収入 － 400,000 

長期借入金の返済による支出 △102,706 △114,256 

社債の発行による収入 － 195,845 

自己株式の取得による支出 △12,925 － 

配当金の支払額 △24,726 △48,775 

財務活動によるキャッシュ・フロー 159,642 532,813 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,525 △3,845 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △217,027 576,551 

現金及び現金同等物の期首残高 1,015,800 817,391 

現金及び現金同等物の四半期末残高 798,772 1,393,942 



該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】  
前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 
事業は、商品の種類・性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

  

 【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

 【海外売上高】  

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
卸売事業 
（千円） 

小売事業 
（千円） 計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 連結（千円） 

売上高           

（１）外部顧客に対する売上高      4,286,365       147,919       4,434,285       －       4,434,285

（２）セグメント間の内部売上高又
は振替高      －      78       78      (78)      －

計       4,286,365       147,997       4,434,363      (78)       4,434,285

営業利益(又は営業損失)       154,222       (7,092)       147,130      (88,591)       58,539

  
卸売事業 
（千円） 

小売事業 
（千円） 計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 連結（千円） 

売上高           

（１）外部顧客に対する売上高      12,115,462       429,637      12,545,100      －  12,545,100

（２）セグメント間の内部売上高又
は振替高       －      218      218     (218)      －

計  12,115,462       429,856  12,545,319      (218)      12,545,100

営業利益(又は営業損失)       510,839  (8,594)    502,244      (249,676)       252,567

事業区分 主要商品 

卸売事業 
レンタル用ＣＤ、ビデオソフト（ＤＶＤ）、コンシューマーゲーム（家庭用ゲー
ム機器、ゲームソフト等）、関連商品（ＣＤ-Ｒ、ＤＶＤ-Ｒ等録音、録画用記録
メディア、当社開発商品、備品等）、その他 

小売事業 
ＣＤ、ビデオソフト等のレンタル及び販売、並びにコンシューマーゲーム、ＤＶ
Ｄビデオソフトの販売、書籍の販売 



  【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社の経営事項及び業務執行に関する最高意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を

評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  
当社グループは、音楽映像ソフトや家庭用ゲーム機器及びソフト等のエンタテインメント関連商品の販売を

主たる事業としており、レンタル店やゲームショップ等事業者を対象とした事業と直接消費者を対象とした事

業とに区分し、各事業ごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。  

従って、当社グループの構成単位は事業の種類別セグメントから構成されており、レンタル店やゲームショ

ップ等事業者を対象とした事業を「卸売事業」、直接消費者を対象とした事業を「小売事業」とし、２つを報

告セグメントとしております。 

  

「卸売事業」は、音楽ソフト(レンタル用ＣＤ)、映像ソフト、コンシューマーゲーム等をビデオ・ＣＤレン
タル店やゲームショップ等に販売しております。「小売事業」は、音楽映像ソフト、コンシューマーゲーム等

を消費者に販売またはレンタルしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

  当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

  

 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

  
卸売事業 

（千円） 

小売事業 

（千円） 
合計（千円） 

売上高       

  外部顧客への売上高  11,960,797  912,738  12,873,535

  セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  13  13

計  11,960,797  912,751  12,873,549

セグメント利益又は損失(△)  567,427  △44,156  523,270

  
卸売事業 

（千円） 

小売事業 

（千円） 
合計（千円） 

売上高       

  外部顧客への売上高  5,355,868  323,484  5,679,352

  セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －

計  5,355,868  323,484  5,679,352

セグメント利益又は損失(△)  309,344  △22,541  286,802



  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

  当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

 (注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

  当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 (注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項 

       当第３四半期連結会計期間(自平成22年10月１日 至平成22年12月31日) 

               「卸売事業」セグメントにおいて、㈱アイ信からの事業譲受に伴い、のれんが発生しております。 

       なお、当該事象によるのれんの増加額は197,765千円であります。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

      利益       金額(千円) 

報告セグメント計  523,270

 セグメント間取引消去  △11

 のれんの償却額  △9,174

 全社費用(注)  △272,369

四半期連結損益計算書の営

業利益 
 241,715

      利益       金額(千円) 

報告セグメント計  286,802

 セグメント間取引消去  －

 のれんの償却額  △3,058

 全社費用(注)  △92,232

四半期連結損益計算書の営

業利益 
 191,511

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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